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児童虐待相談対応件数の推移  

数は、児童虐待 ○ 全国の児童相談所における児童虐待に関する相談件防止法施行前  

の平成11年度に比べ、平成19年度においては3．5倍に増加。  

平成2年度   平成3年度   平成4年度   平成5年度   平成6年度   平成7年度   平成8年度   平成9年度   平成10年度   

（：1．00：）   （1．06）   （1．25）   （1．46）   （1．78）   （2．47）   （3．73）   （4．86）   （6．30）   

1，101   1，171   1，372   1，611   1，961   2，722   4，102   5，352   6，932   

平成11年度   平成12年度   平成13年度   平成14年度   平成15年度   平成16年度   平成17年度   平成18年度   平成19年度   

（10．56）   （16．10）   （21．14）   （21．56）   （24．13）   （30．34）   （31．31）   （33．90）   （36．91）   

［1．00：］   ［十52］   ［2．00］   ［2．04］   ［2．28］   ［2．87］   ［2．96］   ［3．21］   ［3．49］   

11，631   17，725   23，274   23，738   26，569   33．408   34，472   37，323   40，639   

注1：表中、上段（）内は、平成2年度を1とした指数（伸び率）である。注2：表中、中段［］内は、平成11年度を1とした指数（伸び率）である。  
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児童虐待防止対策の現状（1）  

子どもを守る地域ネット  
児童相談所相談対応件数（件）  

児童相談所数  
年 度  

児童福祉司数  
ワーク（要保護児童対策  

（か所）  （人）  
地域議会）設置割合（％）  

総数   
うち児童虐待相  

談対応件数   

平成12年度   174（1．00）   1，313（1．00）  361，124（1．00）   17，725（1．00）   

平成13年度   175（1．01）   1，480（1．13）   15．6％（1．00）   381，843（1．06）   23，274（1．31）   

平成14年度   180（1．03）   1，627（1．24）   21．7％（1．39）   398，025（1．10）   23，738（1．34）   

平成15年度   182（1．05）   1，733（1．32）   30．1％（1．93）   341，629（0．95）   26，569（1．50）   

平成16年度   182（1．05）   1，813（1．38）   39．8％（2．55）   351，838（0．97）   33，408（1．88）   

平成17年度   187（1．07）   1，989（1．51）   51．0％（3．27）   349，911（0．97）   34，472（1．94）   

平成18年度   191（1．10）   2，139（1．63）   69．0％（4．42）   381，757（1．06）   37，323（2．11）   

平成19年度   196（1．13）   2，263（1．72）   84．1％（5．46）   367，852（1．02）   40，639（2・29） 

平成20年度   197（1．13）   2，358（1．80）  

＊（）内は、平成12年度を1】00とした指数（伸び率）（なお、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）設置割合は、平成13年度を1．00とした指数（伸び率））   

＊子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）設置割合については、平成17年産までは6月1日現在、平成18年以降は4月1日現在  
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児童虐待防止対策の現状（2）  

年  度   強制入所措置のための家庭裁判所  へ 
児童養護施設における  

一時保護件数  の申立・承認件数  
立ち入り件数  

（委託も含む）  

新規入所児童のうち、  

虐待を受けたことのあ  

請求件数   承認件数   入所定員（入所率）  る児童の割合  

（件）  （件）  （件）   （件）   （人）   （％）   

平成12年度   96（1．00）   6，168（1．00）   127   87   33，803（85．5％）   49．6％   

平成13年度   194（2．02）   7β52（1．24）   134   33，660（88．0％）   53．4％   

平成14年度   184（1．92）   8，369（1．36）   117   33，651（89．3％）   52．2％   

平成15年度   249（2．59）   7，857（1．27）   140   105   33，474（89．7％）   53．7％   

平成16年度   287（2．99）   8，427（1．37）   186   147   33，485（91．4％）   62．1％   

平成17年度   243（2．53）   9，043（1．47）   176   147   33，676（91．5％）  

238（2．48）   10，221（1．66）   185   163   33，561（91．7％）  

平成19年度   

平成18年度  
199（2．07）   10，562（1．71）   235   182  

＊1）（）内は、平成12年度を1．00とした指数（伸び率）  

＊2）児童養護施設の入所定員・入所率は10月1日現在。  
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第I次報告から第4次報告書での子ども虐待にさる  

死亡事例等の検証結果総堀瀾告の惰苧  
社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会  

H20．6．17  
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事 例 の 締 枯 約 分 析  

にさる結康 一「心中以外」の事例－  

○ 死亡した子どもは0  であり、低年齢に集中。  

O「望まない妊娠」、「母子健康手帳未発行」、「妊婦健診未受診」、 「乳幼児健診未受診」に該当   

する者の割合が比較的高い傾向にあり、妊娠期一育児期に何らかの問題。  

○ 地域社会との接触が「ほとんどない」、「乏しい」の合計が約7割で推移しており、地域社会との   
撞勉に乏しい。  

○ 実母の「養育能力の低さ」、「育児不安」、「うつ状態」に該当する割合が高く（第3・4次報告で   
は、「養育能力の低さ」約20～40％、「育児不安」約25％、「うつ状態」約15％）、実母に心理   
的・精神的問題等を抱 える場合が多い。  

○盟量相談所の関与事例は全体的には減少傾向（第1次報告：5割、第2次報告：約3割、第3次   

報告・第4次報告：約2割）。一方、関係機関 と接点はあったが家庭への支援の必要はないと判断   
していた事例は増加傾向（第1次報告：約25％、第2次報告：約27％、第3次報告：約45％、   

第4次報告：約46％）。  

○也左＿自治体による検証が行われた事例は半数以下（第2次■第3次報告：約5割、第4次報告：   

約4割）。   





4ェ過重相談所lこおける体制の強化   

○ 特定の担当者に判断が任されているなど、一つの事例に関わる関係者が常に情報共有する   
体制、事例の進行管理を徹底する体制や、専門的助言を得るためのスーパービジョン体制が   
整備されていない。  

5．介入的アプローチ   

○ 受容的なアプローチに終始するなど、保護者等との関係を重視しすぎる等により、子どもの   
安全確認や保護のために必要な積極的介入が行われていない。  

6．－嘲施設入所措置解除時のアセスメント及び退所後の支援  

○ 一時保護や施設入所措置の解除を行うに際し、それが適切かどうかのアセスメントが徹底   

されていない。また、家庭復帰後の支援が重要であるにもかかわらず、その必要性が徹底され   
ていない。  

第I次から第4次報告書モの繰言勧踏手えた昌の対応状況  

○ これまで第1次報告から第4次報告までの提言を踏まえ、児童虐待防止法・児童福祉法の一部   
改正や児童相談所運営指針等の改正といった国の対応が行われてきている。   



介入的アプローチを行う。  

○ 虐待通告があった場合にとどまらず、援助過程であっても家族に会えなくなった等の  

危機的状況が生じた場合、速やかに行うべきである。   




